
 

○租税特別措置法施行令（昭和 32 年政令第 43 号）（抄） 
（令和九年に開催される二千二十七年国際園芸博覧会の公式参加者に勤務する非居住者等の給

与の非課税） 
第十九条の二 法第二十九条第三号に規定する政令で定める任務は、次に掲げるものとする。 

一 法第二十九条第一号に規定する公式参加者の令和九年に開催される二千二十七年国際園芸

博覧会の会場における展示について責任を有すること。 
二 前号の展示の内容を二千二十七年国際園芸博覧会政府委員に通知すること。 

 
（令和九年に開催される二千二十七年国際園芸博覧会の公式参加者である外国法人等に係る課

税の特例） 
第三十九条の三十三の二の二 法第六十七条の十六の二第一項に規定する政令で定める国内源泉

所得は、法人税法施行令第百八十条第一号、第二号及び第五号に掲げる所得とする。 
２ 法第六十七条の十六の二第二項に規定する損失の額として政令で定める金額は、同項の外国

法人の当該事業年度の同条第一項に規定する対象国内源泉所得に係る所得の金額の計算上損金

の額に算入すべき金額が益金の額に算入すべき金額を超える場合におけるその超える部分の金

額に相当する金額とする。 
３ 法第六十七条の十六の二第一項の規定の適用がある場合における法人税法施行令第二百三条

及び第二百十三条の規定の適用については、同令第二百三条第一項中「規定は、」とあるのは「規

定は、租税特別措置法第六十七条の十六の二第一項（令和九年に開催される二千二十七年国際

園芸博覧会の公式参加者である外国法人等に係る課税の特例）の規定並びに」と、同条第二項

中「規定は、」とあるのは「規定は、租税特別措置法第六十七条の十六の二第一項の規定並びに」

と、同令第二百十三条第一項中「規定は、」とあるのは「規定は、租税特別措置法第六十七条の

十六の二第一項（令和九年に開催される二千二十七年国際園芸博覧会の公式参加者である外国

法人等に係る課税の特例）の規定並びに」と、同条第二項中「規定は、」とあるのは「規定は、

租税特別措置法第六十七条の十六の二第一項の規定並びに」とする。 
４ 前三項に定めるもののほか、法第六十七条の十六の二第一項の規定の適用に関し必要な事項

は、財務省令で定める。 
 
附 則 （令和七年三月三十一日）抄 
 （施行期日） 
第一条 この政令は、令和七年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 
 一～九 （略） 
 
（令和九年に開催される二千二十七年国際園芸博覧会の公式参加者である外国法人等に係る課税

の特例に関する経過措置） 
第二十条 施行日から令和八年三月三十一日までの間における新令第三十九条の三十三の二の二

第三項の規定の適用については、同項中「第二百十三条の」とあるのは「第二百十一条の」と、

「第二百十三条第一項」とあるのは「第二百十一条第一項」とする。 


